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関する委員会 Commission d’accès aux documents administratifs｣(以下、CADA)と、個人情報保護に
関する第三者機関である「情報処理と自由に関する全国委員会 Commission nationale de 
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れ  る (14)。 













 ③ 対象の喪失（請求文書がすでに公開されている場合） 
 ④ 開示 

















のがふさわしいと判断された場合には、当該書類は自動的に移送されることになってい  る (17)。 


























































































































   
第１章 ｢基本原則および定義｣(第１条～第５条) 
























   記名情報を収集する際に相手方に告知されるべき事項として、つぎのものがある(第27条)。
すなわち返答が義務づけられるか否か、返答しなかった場合にはいかなる結果を生ずるか、情
報を受領する主体が自然人か法人か、「アクセス権(droit d’accés)」および「訂正権(droit de 
rectification)」の保障。 
   明示の同意がある場合を除き、人種、政治上、思想上および宗教上の信念または労働組合へ
の所属、個人の信仰を間接直接に示す記名情報は、自動処理記録に記載保存できない(第31条)。 
第５章 ｢アクセス権の行使｣(第34条～第40条) 




   
 ところで今回の2004年法自体のタイトルは、「個人情報」の処理にかかる「個人の保護



































 なお、2004年法は憲法適合性の判断にかかった。すなわち2004年７月29日の判決(Decision n° 


















































































行うアクセスが可能な、個人情報の構築かつ安定した集合物(tout ensenbre structuré et stable donnée à 
caractère personnel)」と定義される「個人情報ファイル(fichier de données à caractère personnel)」概念が
規定されている。 
 さらに、2004年改正78年個人情報保護法第３条では、「個人情報処理責任者(Le responsable d’un 

















































   
【表１】 2004年改正1978年個人情報保護法施行後の個人情報処理業務の事前手続一覧 ※１ 
   



























correspondant à la protection des 







































































国立統計経済研究所 I N S E E 



























る 処 理 で 、 予 防 医 学 (la 
médicine préventive）、医療診断
(diagnostics médicaux)または看
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住 民 登 録 全 国 台 帳 RNIPP 
(répertoire national d’identification 
des personnes physiques)に記載さ

















個 人 の 身 元 確 認 (contrôle de 
l’identité des personnes)に必要な生




























・ 国 家 の 保 安 (la sûreté de 
l’État）、国防(la défense）、また
































































































































































電 子 行 政 サ ー ヴ ィ ス (un ou 
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ン ラ イ ン 申 請 (une nouvelle 
























    
【 訳 注 】 



































【表２】 2004年改正1978年個人情報保護法の諸規定違反の主要制裁一覧 ※１ 
   











命令(injonction de cesser le traitement) 
本法第45条１項 
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(l’intimité de sa vie privée)を侵害する結果を




















listes d’opposition(liste rouge, liste orange...))に
記載される個人情報を利用した場合 
刑法典第226条の18(l’article 226-18 du Code pénal)
の適用とは別に、当該根拠規定に反する各連絡


































【 訳 注 】 



















































































































































































































































































 2004年改正78年個人情報保護法第40条は、自らが身分を証明した死者の相続人(Les héritiers 
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スパムの90パーセントは欧州の外部、とくにアメリカから入ってくる点で対応が困難であるとさ
れる。 
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 (５) LOI n° 78-17 du 6 janvier 1978 relative à l’informatique, aux fichiers et aux libertésおよびLOI n° 2004-801 du 
6 août 2004 relative à la protection des personnes physiques à l ’égard des traitements de données à caractère 
personnel et modifiant la loi n° 78-17 du 6 janvier 1978 relative à l’informatique, aux fichiers et aux libertés , J.O 











法の概説《La Commission nationale de l’informatique et des libertés》，COLLIARD(C-A.) et TIMSIT(G.), les 
autorités administratives indépendantes, PUF 1988, pp.146-149.ならびに、今回の2004年法による改正までフ
ォローするものとして、BIBENT(M.), LE DROIT DU TRAITEMENT DE L’INFORMATION, ARMAND 
COLIN 2005およびLAFFAIRE(M-L.), Protection des données à caractère personnel, Éditions d’Organisation 
2005を参照。また、セキュリティ問題につき、GUERRIER(C.) et MONGET(M-C.), DROIT ET SÉCURITÉ 








 (８) Loi n°78-753 du 17 juillet 1978, Loi portant diverses mesures d’amélioration des relations entre l’administration 
et le public et diverses dispositions d’ordre administratif, social et fiscal.(｢行政および公衆間の関係改善のため
の諸措置ならびに行政・経済・社会制度改善にかかわる諸措置に関する法律｣)。前掲「レジフランス」
から参照。 
 (９) LERENDU氏によるが、CADAの管轄問題については小原前掲註釈(７)両論文が的確に整理している｡ 
 (10) Rapport d’activité de l’année 2003(｢2003年版CADA年次報告書」。「CADA」のHPから参照可能 
  http://www.cada.fr/fr/rapport/rapport2003.pdf ), p.20.およびRapport d’activité de l’année 2004(｢2004年版CADA
年次報告書｣)，CADA(http://www.cada.fr/fr/rapport/rapport2004.pdf), p.10による。2004年は6.7％になっ
ており、2003年度よりもむしろ減少している。2006年５月にアクセス。 
 (11) 前掲「レジフランス」から78年情報公開法を参照すると、現時点での最終改正はOrdonnance n°2005-
650 du 6 juin 2005 (J.O, 7 juin 2005).およびLoi n°2000-321 du 12 avril 2000 (J.O, 13 avril 2000)によるもので
あり、全般に本文記述のような制度設計が採られている。つまり2005年以前のものに比べ対象条文が拡
充されており、抜本的な改廃をみている。なお、新旧対照および関連条文については、Rapport d’activité 






















d’activité de l’année 2004, CADA, pp.64-65を参照。 
 (15) Rapport d’activité de l’année 2004, CADA, pp.62-63 et pp.70-71.第20条ないし23条が「CHAPITRE Ⅲ」と
なりCADA自体を規定している。註釈(11)にあげた2005年６月６日のオルドナンスによる措置。 
 (16) Rapport d’activité de l’année 2003, CADA, p.22 et Rapport d’activité de l’année 2004, CADA, p.12. 
 (17) LERENDU氏による。 
 (18) 同上。 
 (19) “Rapporteurs”なお、Rapport d’activité de l’année 2004, CADA, P.56および「CADA」HP中には10名の
名前があげられている。 
 (20) LERENDU氏による。 
 (21) 同上。ここで個人情報であったとしても例外的にアクセスが許される場合の問題は、従来78年情報公






典(Code du patrimoine)」に統合されている。なお、ここでは、2005年改正78年情報公開法第20条も参照。 
 (22) LERENDU氏による。なお、ここでの救済制度の「二段階」性ついては、高橋前掲註釈(７)「(一)」
論文８頁に的確に整理される。 




















 (27) LERENDU氏による。 
 (28) 2000年法の重要改正点については、高橋前掲註釈(７)「(二)」論文87-90頁を参照。 
 (29) LERENDU氏による。 
 (30) COLLIARD(C-A.) et LETTERON(R.), Libertés publiques 8e éd., DALLOZ 2005において類型化される「公
的諸自由」のうち、この「私生活の自由」は、「安全(SÛRETÉ)｣(わが国での「人身の自由」をめぐる保



























 (33) 同指令の構成はつぎのとおりである。 
第Ⅰ章：一般規定 
  第１条(指令の目的)、第２条(定義)、第３条(範囲)、第４条(適用される国内法) 
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  第22条(司法救済の機会確保)、第23条(賠償責任)、第24条(国内規定違反に対する制裁) 
第Ⅳ章：第三国への個人データの移送 
  第25条(原則)、第26条(前条についての免除) 
第Ⅴ章：行動規約 

































  seikatsu/shingikai/kojin/20th/20051130kojin3-2.pdf)を参照(2006年５月にアクセス）。 
 (40) HEIL氏による。また、前掲註釈(３)掲載の各邦語論文も参照。 
 (41) HEIL氏およびGARSTKA博士による。 
 (42) GARSTKA博士による。 
 (43) 同上。 
 (44) HEIL氏およびGARSTKA博士による。 
 (45) HEIL氏による。 
 (46) GEORGES氏による。 
 (47) 基本的に同じ枠組みであるが、この点での旧法との若干の異同については、清田前掲註釈(６)前者論
文296-297頁が詳細に説く。 
 (48) メンバーおよびそのプロフィールについては、26ème rapport d’activité 2005 de la Commission nationale 
de l’informatique et des libertés, CNIL, p.11. 
 (49) 26ème rapport d’activité 2005 de la Commission nationale de l’informatique et des libertés, CNIL, p.12. 
 (50) GEORGES氏による。 
 (51) 同上。 
 (52) 同上。 
 (53) 以下、DELPORTE氏による。 
 (54) 以下、GEORGES氏による。 
 (55) HEIL氏による。 
 (56) GARSTKA博士による。 
 (57) GEORGES氏およびDELPORTE氏による。 
 (58) LOI n°2002-303 du 4 mars 2002, LOI relative aux droits des malades et à la qualité du système de santé. 前掲
「レジフランス」から参照。 
 (59) 以下、GEORGES氏による。 
 (60) 同上。 
 (61) 同上。 
 (62) 同上。 
 (63) GEORGES氏およびDELPORTE氏による。 
 (64) GEORGES氏による。 
 (65) 同上。 
 (66) GEORGES氏およびDELPORTE氏による。 








 (70) GEORGES氏による。 
